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１．はじめに
　本論文では，鹿児島県内の大学・短期大学等の現在の進学率や就職率，さらにはその推移を
概観すると共に，全国平均や九州各県内との比較を手がかりにして，鹿児島県の大学等が抱え
る今後の課題について考察していくことを目的としている。
　若者の人口減少や大学に求められている機能について様々な議論が行われている中，各大学
はその対応に追われている。しかし，それぞれの大学や大学を取り巻く利害関係者にとっては，
大学全体をひとくくりにして検討された結論や提言を受け止めるだけでは不十分であり，個々
の大学等が独自の問題意識を持って，自らの在り方を考えていくことが必要となる。その際に，
自分たちの大学が今どのような状況におかれているのかを，まず理解することが肝心であるこ
とはいうまでもないことである。特に進学格差を含めた様々な格差問題が生じている状況では，
それぞれの大学や大学が設置されている地域が抱えている課題は異なっているはずであり，全
体の傾向を把握するだけでは見えてこない。従って，まずは，自らの状況を理解し，それを前
提とした上で，今後の大学の在り方等を検討することが肝心である。
　そこで，本論文では，全国平均や他県の動向も睨みつつ，鹿児島県内の大学や短期大学等が
置かれている状況を考えていきたい。具体的には，高校・大学卒業後の進路や，県内・県外へ
の進学・就職状況を示すと共に，九州各県との比較や，その違いの要因についても検討を試みる。
最後に，鹿児島県内の大学や短大を巡る課題について，私見を述べる。
２．鹿児島県内の高校卒業後の状況
　まず，平成 28 年３月に鹿児島県内にある高校（全日制・定時制）1 を卒業した人たちの進路
について，図表１で示しておく。
　これをみると，鹿児島県内の大学（学部）進学率が，全国と比べ 19 ポイント近く下回ってい
ることが目を引く。大学等（大学学部＋短期大学＋高等学校の専攻科）進学率でも，鹿児島県
では 42.7％であり，全国平均の 54.7%を 12 ポイント下回っている状況である。それに呼応する
形で，就職率は全国平均より９ポイント高くなっている。
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図表１　平成 28 年３月の鹿児島県内の高校卒業後の進路状況
　このような鹿児島県の大学進学率についての特徴はいつ頃から見られるのであろうか。図表
２は，各年度の高等学校の卒業者にしめる大学等の高等教育機関 2 への進学率 3 の平成元年以降
の推移である 4。図表１でも示したように，一般的には，鹿児島県の大学等進学率は低いと理解
されているが，特にそれは平成 10 年前後から見られる傾向であり，平成元年から数年間は，鹿
児島県の大学進学率は全国平均とほぼ同じ，もしくは若干上回っていたことが読み取れる。ま
た，進学先別にみると，大学（学部）進学率の鹿児島県と全国平均の差が近年大きくなっており，
それに引きずられるかのように，高等教育機関全般の進学率でも全国平均と鹿児島県との差が
広がっていることがわかる。なお，全体としては進学率は上昇傾向であるが，唯一短大のみが
減少傾向を示している。ただ，全国平均と比べ，鹿児島県の短大進学率は下げ止まっている。
図表２　高等教育機関への進学率
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図表３　大学（学部）・短大・専修学校・専攻科別進学者数の推移（鹿児島県）
　上の図表３は，各高等教育機関別の進学者数を示したものである。
　これを見ると，大学（学部）の進学者数は平成 13 年までは上昇しその後一旦下降した後，平
成 19 年以降減少傾向となっている。また，短大への進学者は平成４年の 3,709 人をピークに，
それ以降はほぼ減少し続け，平成 28 年３月の進学者数 1,229 人は平成４年の 1/3 以下となって
いる。専修学校のピークは平成 18 年の 4,409 人であり，ここ５年間は減少傾向にある。高校の
専攻科は平成 27 年の 628 人が最も多く，増加傾向が見られる。
図表４　高等教育機関別進学者割合（鹿児島県　平成３年以降）
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　なお，図表４は，高等教育機関の進学者に占める大学学部・短大・専修学校・高校専攻科別
の各割合を平成３年以降について示したものである。大きな傾向として，大学学部，専修学校，
高校専攻科は増加しているのに対して，短大だけが減少していることがよく分かる。
　次に高校を卒業した者が大学進学の際，どの程度県内にとどまっているのか，県内への進学
状況について，図表５で示している。図表の実線は，出身高校の所在地が鹿児島県の学生が鹿
児島の大学や短大に進学した割合（県内進学率），破線は鹿児島にある大学・短大への入学者の
うち出身高校が鹿児島県である学生が占める割合（県内占有率）を表している。
図表５　県内への大学・短大進学状況（鹿児島県）
　大学の県内進学率については，平成以降 32 〜 38％で推移し大きく変化していない。県内の大
学に占める県内の高校生の割合は，一時は 60％を超える時期もあったが，最近では 50％台で推
移し，やや減少傾向を示している。それに対して短大の県内高校生の占有率は常に 90％を超え
ており，短大の県内進学率については 60％前半から 70％後半へ上昇傾向を示している。この数
字を見る限り，短大進学については徐々に県内への進学志向が高まっていると見ることが出来る。
　高校卒業後の状況について，就職率と県内就職率をこの項目の最後として示しておく。学校
基本調査によると，平成 28 年３月の高校での新規学卒者のうち就職者は 4,012 人であり，卒業
者に占める就職者の割合，いわゆる就職率は 26.9％となっている。それに対して，鹿児島労働
局が公表している鹿児島県新規学卒者職業紹介状況によると，平成 28 年３月の高校での新規学
卒者の求職者数 4,075 人のうち就職が内定した者は 4,050 人，鹿児島県内への就職内定者は 2,100
人となっている。従って，就職内定者のうち県内高校から県内に就職した割合（以下，県内就
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職割合という）は 51.9％となる。
図表６　就職率と県内への就職者数
　上記の点も含め，図表６は，平成２年から平成 28 年までの，高校卒業後の就職率，就職内定者数，
県内への就職内定者数の推移をまとめたものである。就職率については，多いときは 45％を超
えていたが，最近は 20％台後半で安定している。就職内定者数，県内への就職者数は共に減少
傾向であるが，直近の５年間では共に下げ止まっており，県内への就職者数はこの５年間では
各年 2,000 人強となっている。この図表には示していないが，県内への就職割合は，平成 15 年
の 59.1％がピークであり，その後は徐々に減少し，平成 21 年には 42.2％まで落ち込んだが，そ
の後持ち直し，最近では 50％台で安定している。なお，平成２年から平成 29 年までの全就職内
定者に占める県内就職者の割合は約 49%であり，就職者のおおよそ半数程度は県内に就職して
いることになる。
３．鹿児島県内の大学卒業後の状況
　次に県内の大学・短期大学を卒業した学生の進路状況についてみていく。
図表７　大学・短大卒業者の進路状況（鹿児島県）
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　図表７は，鹿児島県内にある大学・短大の卒業後の主な進路先についてまとめたものである。
なお，図表のカッコ内はそれぞれ卒業者に占める割合を示している。全国と比較した場合，鹿
児島県は，大学卒業後に進学する割合が多い一方で，短大卒業後に進学する割合は低くなって
いる。それに伴い，卒業後に就職する割合は，大学では全国平均より低く，逆に短大では高くなっ
ている。次の図表８と図表９は，上記の項目について，平成元年以降の推移をまとめたもので
ある。
図表８　大学卒業後の進路先別学生数の推移
図表９　短大卒業後の進路先別学生数の推移
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　大学の卒業生数は平成 13 年以降やや減少傾向であるが，その減り幅はあまり大きくはない。
大学卒業後の進路について，進学者が常に一定程度の割合を示していることが目を引き，大学
後の進学率が全国平均より高いことを合わせると，鹿児島県の大学生の進学傾向が高いことは
ひとつの特徴と言える。短大の卒業生数については，平成の初め頃と比較すると半数以下になっ
ているが，最近は下げ止まっている。卒業後の進路としては，就職する者の割合が以前と比べ
増えている一方で，進学者が減少傾向であり，その数はかなり少なくなっていることがわかる。
　大学・短大卒業後の鹿児島県内への就職の割合の推移については，図表 10 に示しておく。
図表 10　鹿児島県内の就職率の推移（大学・短大）
　大学生の就職率については，平成２年３月から平成６年３月の県内就職率が平均 26.9％であ
るのに対し，直近５年間の平均では 49.7％が県内就職となっており，以前と比べ，県内就職志
向が増えている傾向にあることが分かる。これに対し短大生は，常に 80％以上が県内就職であ
るが，一時期は 90％を超えていた就職率は，最近ややその割合を減らしてきている。
　図表 11，図表 12 に，平成 28 年３月卒業した鹿児島県内の高校生・大学生の主な進路状況を
まとめたものを示しておく。
４．鹿児島県内への大学進学の状況
　これまで，高校・大学等の新規学卒者の進路状況について，直近の状況と共に，主に平成元
年以降の推移をみてきた。改めて，鹿児島県の大学進学等に関する特徴についてまとめておく。
・大学進学率については全国平均より12ポイント低いが，その内訳としては，大学（学
部）への進学率が平均を大きく下回っている一方，短大や専修学校への進学率は平均よ
鹿児島県立短期大学紀要　第 68 号（2017）
− 40−
り高くなっている。
・鹿児島県の大学進学率は伸びてはいるが，全国的な伸び率と比較すると，その増加割合
は緩やかである。ただし，大学等の進学者数は年々減少傾向にある。
・高校の卒業生に占める進路別進学割合を平成元年と比較した場合，短大のみが減少し，
大学・専修学校・高校専攻科は増加している。
・県内の高校から県内の大学に進学する割合は30％台で推移し，鹿児島の大学で出身高校
が鹿児島である学生が占める割合については，近年は50％台となっている。
・なお，大学卒業後の県内就職率は上昇傾向にあり，最近は50％前後である。それに対し
て短大は常に80％以上が県内に就職している。
図表 11　鹿児島県内の高校卒業後の主な進路状況（平成 28 年）
注：「県内就職、県外就職」の括弧内の数値は，就職者を 100 とした割合，「大学（学部）進学，短大進学，高校（専
攻科）進学」の括弧内の数値は，大学等進学者を 100 とした割合，「県内大学進学、県内短大進学」の括弧
内の数値は，大学・短大の各進学者を 100 とした割合である。なお，就職者の数と県内就職・県外就職の合
計値は，使用している統計データが異なるため，数値は一致しない。
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図表 12　鹿児島県内の大学及び短大卒業後の主な進路状況（平成 28 年）
注：「県内就職，県外就職」の括弧内の数値は，就職者を 100 とした割合である。なお，就職者の数と県内就職・
県外就職の合計値は，使用している統計データが異なるため，数値は一致しない。
図表 11，12 共に，学校基本調査および鹿児島労働局鹿児島県新規学卒者職業紹介状況より作成
　ここまでは，鹿児島県内の新規学卒者の進路状況についてまとめてきたが，以下では，学生
を受け入れる側である大学の状況について考えていくことにする。大学を巡る状況は 18 歳人口
の減少や大学進学率の伸びの鈍化などの要因から，ますます厳しくなっていると言われる。そ
れに加え，鹿児島県ではこれまでみてきたように，大学進学率が平均を大きく下回っている状
況であり，また，大学（学部）への進学については県内への進学率は 30％台であるため，多く
の学生が県外へ進学していることになる。そこで以下では，鹿児島県内の大学等の現状を，主
に大学等に入学してくる学生の数の視点から考えていくことにする。なお，その際には，鹿児
島県の大学の状況を九州各県（沖縄県は除く）の状況と比較することを試みる。
　図表 13 でも示しているが，九州内の全ての県の大学進学率は，平成 28 年の全国平均を下回っ
ており，いずれの県でも大学が置かれている状況は厳しいと考えられている。その中で，大学
進学等を巡る状況がどのように変化したのかを九州各県と比較することで，鹿児島県の特徴を
より明らかにすることができると考えたことが，九州各県との比較を試みる理由である。
　なお本来であれば，九州各県のデータ等の推移を前項のように示しながら詳細な比較を行う
ことが望ましいと考えられるが，今回は大まかな傾向を示すという点に焦点を絞り，具体的には，
平成元年時点と平成 28 年時点の大学進学率等の各種データを比較することで，約 30 年間の大
まかな変化を捉えようとしている。
　まず九州各県の平成元年と平成 28 年の大学（学部＋短大＋専攻科）進学率，及び全国平均と
の比較をまとめた図表 13 を改めてみていただきたい。
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図表 13　九州各県の大学進学率
　各県の平成 28 年の大学進学率は平成元年をいずれも上回っている一方で，全国平均との差は，
平成元年より平成 28 年の方が拡大している傾向が全ての県でみられ，九州内の大学が一様に厳
しい状況に置かれていることを表している。
　図表 14 は，各県の大学（学部）・短大別進学者の状況である。これをみると，いずれの県も
大学進学率が増加し，短大進学率が減少していることがわかる。鹿児島県については，平成元
年では九州内では５位だった大学進学率が平成 28 年では６位の大分と５ポイント以上離れた最
下位であり，大学進学率の増加も九州内では最も少なくなっている。なお，鹿児島県の短大へ
の進学率は，両年とも九州内では上位であり，短大の進学率は平均的な変化となっている。
図表 14　九州各県の大学（学部）・短大別進学率
　さらに，大学・短大に専修学校の専門課程への進学も加えたのが，次の図表 15 であり，大学，
短大及び専修学校専門課程への各進学者が全卒業生に占める割合を比較したものである。なお，
専修学校の専門課程のデータが平成３年以降にしか確認できないため，平成３年と平成 28 年と
の比較であることを留意していただきたい。
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図表 15　九州各県の大学・短大・専修学校進学率
　いずれの県でも，大学進学率と専修学校進学率が上昇しているが，大学進学率と比べ，専修
学校進学率の伸びは緩やかであり，福岡県でほぼ同じであるが，それ以外の県では，４〜７ポ
イント程度の上昇となっている。また，改めて短大進学率の減少が際立っていることが確認で
きる。鹿児島県を他県と比較すると，平成 28 年度では，大学進学率，さらには大学プラス短大
の進学率は最も低くなっているが，専修学校を加えた進学率でみると，佐賀，長崎，宮崎各県
とさほど変わらないことが読み取れる。
　次に，九州各県にある大学・短大に入学する者の数と，それぞれの県内の高校から進学して
くる学生の状況を以下の図表 16，17 で示しておく。
図表 16　大学入学者数と県内高校からの入学者数（九州各県）
鹿児島県立短期大学紀要　第 68 号（2017）
− 44−
図表 17　短大入学者数と県内高校からの入学者数（九州各県）
　これらの図表から，大学の県内進学率は九州各県でいずれも上昇していることがわかる。鹿
児島県の大学への県内進学率は，平成元年では九州で最も高く，平成 28 年でも上位である。一方，
短大の県内進学率も大分県を除いて上昇している。短大の県内進学率でも鹿児島県は両年とも
九州内では高い数値となっており，鹿児島県は県内の大学・短大に進学する割合が他県と比べ
高いのが，その特徴と言えるであろう。
　次の図表 18 では，図表 16，17 の各県内の大学及び短大への入学者数を利用し，それぞれの
県内にある大学及び短大に入学した者（県内学生収容数）の平成元年と平成 28 年の増減数を示
すと共に，その増減率をまとめている。
図表 18　九州各県内にある大学・短大入学者の増減（平成元年と 28 年の比較）
　九州各県への大学入学者数は，鹿児島県を除き，平成元年と比べ平成 28 年は増加している。
その一方で短大の入学者は大きく減少しており，大分県を除き，50％以上の減少となってい
る。大学と短大の合計でみた場合でも，宮崎県のみ増加し，それ以外では全て入学者数は減少
している。特に鹿児島県は，九州内で唯一，県内の大学及び短大の入学者数が共に減少しており，
大学と短大を合わせた入学者の減少率も最も高い数値となっている。
　最後に，これらのデータから，九州各県の大学進学を巡る状況について特徴的な点を，以下
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にまとめておく。
・大学進学率の全国平均との比較では，九州各県とも悪化している。
・大学進学率が増加し，短大進学率が減少するという傾向が，いずれの県でもみられる。
・県内進学率は一部（大分県の短大）を除き，上昇している。
　さらに九州各県と比較した，鹿児島県の特徴は以下のようになる。
・大学進学率の伸びは最も低いが，短大・専修学校を含めた進学率については，他県と比べ
著しく低いとは言えない。
・県内の学生収容数は，鹿児島県のみが大学と短大共にマイナスになっている。
５．鹿児島県の大学進学に関する課題
　これまで，鹿児島県の大学を巡る問題を考える材料として，新規卒業生の進路状況や，九州
各県との比較を行ってきた。そこで明らかになったのは，大学進学率などの傾向は，鹿児島県
は全国平均と同様の変化を示しているとは言えるかもしれないが，その変化の幅は，九州他県
と比較しても低い状態であること，特に，唯一県内における大学生の収容数が減少しているの
が鹿児島県のみであることである。同じ九州でありながら，このような進学率の違いや，特に
大学生収容数については，鹿児島県のみ減少するという状況が，なぜ生じているのだろうか。
　ここでは，鹿児島県の大学進学に影響を与えていると思われる要因をいくつか挙げ，引き続
き九州各県との比較も試みながら，鹿児島県の低い大学進学率の問題を考えていくことにする。
①大学の問題
　大学進学に影響を与える要因として，まず考えられるのは，大学数の変化である。
　平成元年と平成 28 年の大学・短大の増減数を図表 19 で示しておく。佐賀県を除けば，大学
数は増加し，短大は減少もしくは現状維持となっている。大学等の設置数と入学者の関係につ
いて，大学に関しては，両者は相関関係があるようにも見えるが，鹿児島県のみ大学数は増加
しているのに対して，入学者数が減少している。短大については，短大数の減少数と短大入
学者数の減少には一定の相関があると考えることができる。ただ，短大についても鹿児島県は，
短大の減少数に伴う短大入学者数の減少の割合が大きいように思われる。
図表 19　九州各県で大学及び短大の増減数（平成元年と平成 28 年の比較）
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②経済面での問題
　大学進学率に影響を与える次の要因としては，家庭の経済状態が挙げられる。日本政策金融
公庫の平成 29 年の調査によると，子供１人あたりの入学費用は大学が 98.0 万円，短大が 80.4
万円，１年間の在学費用は大学で 152.4 万円，短大で 147.7 万円となっている。また，世帯年収
に占める在学費用の割合は平均 16.1％であるのに対して，年収 200 万円から 400 万円の世帯で
は年収に占める割合は 36.6％となり，年収の 1/3 以上を占めるという結果も示されている。この
ような状況等も踏まえ，経済的格差と進学格差との関連が論じられてきている。
　そこで，所得や収入に関するいくつかの数値について，鹿児島県および九州各県のデータを
図表 20 に示しておく。
図表 20　九州各県の所得及び収入（平成 26 年）
　この図表を見ると，九州各県と比較して，鹿児島県の数値は高いとは言えないであろう。た
だし，鹿児島県が九州内で突出して低い数値ではないことも明らかである。また，大学進学に
関する状況が鹿児島県よりも高い結果を示している宮崎県の所得や年収に関する金額がいずれ
も鹿児島県より低い数値となっている点にも注目すべきであろう。
③学生自身の問題
　さらに，学生自身の問題として，学力と大学等の志願率についてのデータを示しておく。
　まず学力について，政府は，2007 年（平成 19 年）から，小学校６年生と中学校３年生を対象
とした，全国学力・学習状況調査を行っている。ここでは，紙幅の都合上，平成 19 年度と平成
28 年度の中学校３年生の平均正答率の全国平均と九州各県のデータを示しておく。
図表 21　全国学力・学習状況調査における中学３年生の平均正答率（九州各県）
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　鹿児島県は，平成 19 年の国語Aを除いて，全て全国平均以下の数値となっており，九州各県
との比較では，平成 19 年の数学A・Bがいずれも最下位となっていることが目を引く。その一
方で，平成 19 年および平成 28 年の鹿児島県の国語A・Bの正答率は九州内で特別低いわけでは
ない。また，数学についても，両年とも，全国平均以下であり，九州内でも高くはないが，そ
れでも突出して低いというわけではない。
　つまり，これらのデータを見る限りでは，少なくとも鹿児島県内の中学３年生時点の学力は，
九州内で際立って劣っていると言えるような数値とはなっていないと考えるのが適正な見方で
はないだろうか。
　次に，学生の問題として大学進学の意欲を示している大学志願率について触れておく。下の
図表 22 は，大学志願率と進学率の平成元年以降の推移をまとめたものである。
　このグラフから，読み取れることは以下の点である。ひとつは，鹿児島県の大学志願率は，
全国平均と比較して，その伸びが緩やかになっているという点である。もう一つは，大学志願
者と大学進学者について，全国平均ではその差が年々縮まっているのに対して，鹿児島県の志
願率と進学率の差は，長期的にはやや縮まる傾向を示しているが，最近ではほぼ横ばいとなっ
ているという点である。つまり，鹿児島県では，大学を志願する割合の伸び率が緩やかである
ことに加え，大学志願者に占める大学進学者の割合が一定程度に留まるため，結果として鹿児
島県の大学進学者の割合が全国と比べ少なくなっているのである。
　志願率を，大学に進学する様々な条件が整っている割合と考えれば，全国と比較して鹿児島
県はその条件を整えることが難しいことになり，また志願率と進学率の差が生じる要因が主に
学力だとすれば，鹿児島県の学力は伸びていないことになる。
図表 22　鹿児島県内の大学（学部）志願率と進学率
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図表 23　鹿児島県内の短大志願率と進学率
　なお，短大の志願率と進学率の推移は図表 23 の通りである。線がほぼ重なり読み取りにくい
が，このグラフからは，３つのことが分かる。ひとつは，近年はほぼ短大の志願率と進学率は，
全国平均も鹿児島県もその数値はほぼ一致し，競争率は限りなく１に近づいていることである。
ちなみに，平成 28 年３月の短大志願者と短大進学者を活用して求めた短大競争率は全国平均で
1.02 倍，鹿児島県では 1.01 倍である５。二つめは，ここ５年ほどの数値については，鹿児島県の
志願率が全国平均と比べると３ポイント程度高いこと，三つめとして，全国平均の志願率（進
学率）は年々減少しているが，鹿児島県のそれはほぼ横ばいとなっていることである。
６．今後の課題
　以上，鹿児島県の大学を巡る状況を，全国平均や九州各県と比較しながら，概観してきた。
最後に，改めて，これらの数値等から考えられることについて私見を述べ，合わせて大学進学
率等を議論する際の今後の課題についても言及していきたい。
　鹿児島県の大学進学に関して特徴的な点としてまず指摘できることは，大学進学率が全国平
均と比べ，平成 10 年頃からその差が徐々に開き，平成 28 年では，大きく下回っている点である。
特に大学（学部）への進学率が低いことが注目される。このような傾向は九州各県でも共通し
てみられるが，それと比較しても鹿児島県の大学（学部）進学率はかなり低いと言わざるを得
ない。また，鹿児島県内の大学に受け入れている学生数については，平成 28 年は平成元年と比
較すると大学・短大共にマイナスであり，九州各県で唯一，大学（学部）の学生数が減少して
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いるのである。その一方で，就職に関しては，高校卒・大学卒とも県内への就職志向が高まっ
ている結果となっている。
　このような九州各県の中でも，特徴的な傾向を示している鹿児島県の大学進学率であるが，
その原因について，大学の設置数，県民所得や収入，中学生の学力テストの結果，志願率の推
移などの数値を挙げ検討を試みた。その結果として，大学の設置数の減少，学力テストの平均
正答率が全国平均以下であること，大学志願率の上昇の鈍さなどが進学率の低い伸びと関連が
あるのではないかと考えることはできるであろう。しかし，このような数値が，九州各県との
比較において，必ずしもさほど大きな差ではないことも，また指摘しておかなければいけない。
このように，鹿児島県の大学進学率の推移とその原因ではないかと考えられるこれらの数値に
ついて，九州各県との比較から，明確な関連性を示すことが出来なかったということは，少な
くとも，これまで取り上げてきた個々の要因に関して，それらを大学進学率の低さを生みだす
原因であると，ことさら断言することができないことを示しているのではないだろうか。つまり，
ここで取り上げた要因以外のものに鹿児島県の大学進学率を低迷させている可能性が考えられ
るということである。鹿児島県の大学進学率等に大きな影響を与えている要因をさらに検討す
ることが，まずは今後の課題のひとつめとなるであろう。
　また，大学進学率の変化については，その推移を分析し原因を考察することも重要であるが，
大学進学率の違いが県内にどのような影響を与えるのかという視点での考察も必要である。つ
まり，鹿児島県にとって，県内の大学進学率が低いことでどのような影響があるのか，この点
について検討していくことが，次の課題となる。
　上記の点について，ここでは，以下の点を指摘しておく。鹿児島県の大学進学率が上昇して
いる一方で，県内の大学への進学率はほぼ一定であることを合わせて考えると，大学進学時に
おける鹿児島県からの人材の流出の傾向が強まっているということになる。この点は，鹿児島
県内の大学に進学する学生数そのものが減少しているという事実も合わせると，短期的な人材
流出だけではなく，長期的な視点での人材育成にとっても，あまり望ましくない状況ではない
だろうか。まずは，これらの状況の意味を理解し，どのように受け止めればよいのか考えるべ
きであろう。また，一方では，大学生の県内就職志向は高まっており，もし鹿児島県内に大学
生として受け入れることができる数を増やすことができれば，高等教育を受けた人材を鹿児島
県内に多く輩出できる可能性があることになり，いずれにしても，鹿児島県内の人材育成の在
り方を大学進学という視点を取り入れながら考える必要があるのではないだろうか。
　この点と関連して，以下のデータを示しておく。次の図表24は県内の雇用者に占める派遣社員・
パート・アルバイト等の割合を示したものである。
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図表 24　雇用者に占める派遣・パート・アルバイト等の比率（九州各県）
　この数字は，いわゆる雇用者の中で正規ではない者，非正規雇用の割合と考えることができ
るが，鹿児島県はいずれの年も全国平均よりその割合は高く，九州内では福岡県に次いで２番
目の高さとなっている。また平成 22 年と平成 27 年を比較すると，0.7 ポイント高くなっている。
また，注目されるのが宮崎県で，平成 27 年は平成 22 年から大きく数値を減らしている。
　やや大くくりな表現になるが，正規雇用とは中核的な人材として長期的に企業を担う人たち
を受け入れる仕組みと考えると，この割合が必要以上に減少することは，企業にとっても地域
にとってもプラスとはならないのではないだろうか。また，働く側の立場からも，不安定な非
正規雇用より，長期的に安定した正規雇用を望む場合が多く，このような雇用の地位と，進学
率や学歴との関連について検討することも，大学進学率の地域への影響を考えるひとつの視点
になるであろう。
　ただし，確かに鹿児島県は大学進学率が低く，非正規雇用も高くなっているが，大学進学率
が高くなっているにもかかわらず，非正規雇用の割合が高くなっている県もあるので，図表 24
で示した数値だけでは，単純に雇用の地位と進学率との相関について結論づけることはできな
いであろう。高い能力を持った人材をいかに地域に定着させることができるかという視点も踏
まえた，望ましい大学進学率のあり方について慎重に検討することが必要であることを，ここ
では指摘するに留めておく。
　最後に，今後の 18 歳以下の人口の推移について示しておく。図表 25 は平成 28 年現在の鹿児
島県内の高校３年生から小学１年生までの各学年の生徒・児童数と前年と比較した増減率であ
る。なお，高校１年生から高校３年生の数値は，それぞれ，平成 27 年から平成 25 年の中学３
年生の生徒数を使用している。これをみると，前年より生徒・児童数が増加する場合もあるが，
大きな流れとして各学年の人数が減少していることが分かる。平成 28 年の小学１年生の児童数
を平成 28 年の大学１年生の学年，つまり平成 24 年の中学３年生の生徒数と比較すると 1500 人
以上少なくなり，この間に一学年当たりの生徒数が約 10％減少することになるのである。
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図表 25　平成 28 年時点の各学年の生徒・児童数（鹿児島県）
　大学志願率や進学率の上昇率が鈍い近年の状況を踏まえると，生徒・児童数の減少は，大学
進学者の減少に直結すると考えられ，おそらく，鹿児島県内の高等教育機関のなかでは，県内
進学率が高く，進学者が減少している短大がその影響を最も強く受けるのは間違いないであろ
う。同時に，このような少子化の傾向は全国的な傾向であることや，県内の大学に入学してい
る数が伸びていない状況を合わせて考えると，鹿児島県内の大学等への影響も避けられないは
ずである。
　このことは，各大学にとっては学生数確保のさらなる取り組みが喫緊の課題として挙げられ
るとともに，鹿児島県全体にとっても，単なる人口減の問題だけではなく，長期的な視点での
県内での人材育成，人材の確保，そして県内の経済発展をどのように考えるのかという課題に
ついて取り組む必要に迫られていることを示しているのではないだろうか。
７．おわりに
　以上，今後の課題について，いくつかの指摘をしてきた。おそらく，ここで述べたような大
学を巡る状況については，おおまかには鹿児島県内で共有されていたようなものではないかと
推察できるものもある。それでも，これまで示してきたように，具体的なデータを拾い上げ，
提示し，平成元年以降ではあるが，その傾向についても数値を示しながらこの問題を取り上げ
ることには意味があると考えている。
　それは，大学としてだけではなく，鹿児島県の地域として，若者の人材確保や人材育成，さ
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らには地域活性化についてどのように取り組んでいく必要があるのか，その議論を行う際のベー
スとして，事実に基づいた基本的なデータを踏まえた上で議論することが，非常に大切である
と考えるからである。
　大学の立場からみれば，自らの機能を研究機関として定義するだけではなく，社会にとって
必要な人材を育成する機関としての機能を持っているという認識があれば，ここまで示してき
たデータもひとつの参考としながら，その人材育成機能を十分に果たしてきたのか，そして今
後も果たすことが出来るのか，真摯に検討することが必要であろう。さらには，鹿児島県の地
域経済の発展や活性化という視点からも，県内の高等教育機関の人材育成機能が結果として活
発に行われてきたかどうか検討すべきであり，この視点に立てば，地域にとっての大学等の
高等教育機関の在り方やビジョンがどうあるべきか検討していくことも求められるはずである。
そのような議論が行われる際，その議論の出発点として共有すべき基礎的な情報として役割の
一端を，ここで挙げてきたデータは担うことができると考えている。
　これらのデータを概観した結果から得られる印象や認識，さらには今後の取り上げるべき課
題として挙げられることは，各個人，各機関，それぞれの考え方や立場の違いによって異なる
ことは十分に予想できることである。しかし，改めてここで私見を述べるとすれば，少なくと
も鹿児島県内の大学・短大の人材育成機能は，九州他県との比較から考えても，必ずしも高い
レベルにあるとは言えず，その差はさらに広がる可能性があるようにも感じている。それに対
して，大学や短大が対応を迫られていることは当然であるが，同時に，鹿児島県における大学
の役割とは何か，鹿児島県内にある大学に対して地域がどのような機能を期待しているのかと
いう視点から，この問題を検討することは，これまで示したデータ等を見る限りにおいては，待っ
たなしに求められており，できるだけ早く議論をはじめる必要があるのではないだろうか。
　図表 25 に示した，各学年の生徒・児童数は今後大きく変化するものではない。必ずやってく
る現実を踏まえた上で，これまで示した課題に取り組んでいくことが，大学だけではなく，地
域全体にとって求められていると考えている。
１ 以下，特別の断りがない限り，高校については全日制・定時制を指し，通信制等の高校は含めない。
２ ここでの高等教育機関とは，大学・短大・高等学校専攻科および専修学校専門課程を指している。なお専修学校には，
専門課程の他に高等課程と一般課程があるが，入学資格として高等学校卒業を求めているのは専門課程のみであ
る。ちなみに，高等課程の入学資格は中学校卒業者であり，一般課程の入学資格は特に限定はしておらず，誰で
も入学できる仕組みになっている。
３ 大学進学率には，現役進学率と過年度高卒者等を含む進学率があるが，本論文での大学進学率は現役進学率を使
用している。
４ 平成２年以前の学校基本調査では，専修学校の専門課程・一般課程別の数値が集計されていないため図表からは
外している。
５ なお，同様に計算した大学（学部）の競争率は，鹿児島県で 1.20 倍，全国平均では 1.13 倍である。
